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今後の排出量取引制度議論に当たってのポイント

2010年4月14日（水）
WWFジャパン　山岸　尚之

１．今後の重要な論点の意味とNGOの視点

１）キャップをどうやって設定するか？

「25％削減」目標は国全体2020年までの目標なので、それを排出量取引制度の対象主体・部門向けの目標（キャップ）に変換する作業が必要です。EUの排出量取引制度の第1期（2005〜2007年）が上手く行かなかったとされる最大の原因は、このキャップが緩かったことにあります。

実質的な意味：排出量取引制度が持つ環境的な効果を決めます。また、排出量取引制度の対象となる主体や部門にとっての実質的な目標の厳しさを決めます。

ポイント：個々の排出主体の事情から来るボトムアップの数字は考慮しつつも、全体の25％削減と整合性をとるためには、最終的にはトップダウンで決めていくことが重要です。

２）個別排出者の「温室効果ガス排出量の限度」は、総量で決めるのか、それとも原単位で決めるのか？ 

個別の排出主体（例：企業や個別の事業所等）の排出量の制限のかけ方には2種類あります。純粋な排出量の大きさ、つまり排出量の総量で制限をかける「総量方式」と、「○○を１単位生産する／製造する当たりの排出量」で制限をかける「原単位方式」の2種類です。
実質的な意味：排出量取引制度の対象となる主体にとっての目標の性質を決めます。また、原単位を選択する場合は、「排出量が増えてしまうかもしれない」リスクを、誰かが負担して、代わりに減らさなければなりません（参考資料参照）。
ポイント：「原単位」方式で限度を決めると、最終的には排出量の増加を許す制度になってしまうため、「総量」で決めるべきです。

３）排出量の算定は直接排出を基本とするのかそれとも間接排出を基本とするのか？

発電に由来する排出量を、発電をした電力会社の排出量として算定するのか、それとも発電された電力を消費する消費者の排出量として算定するのかによって、排出量の算定方法が異なります。前者は、直接排出方式と呼ばれ、後者は間接排出方式と呼ばれます。

実質的な意味：電力会社を制度の対象にするかしないか、電力の需要側と供給側のどちらにより強く削減を求めるかを決めます。

ポイント：大排出者としての電力を制度の対象とするために直接排出方式とし、需要側の対策は別途設けるべきです。
４）個別排出者の「温室効果ガス排出量の限度」は、どういう方法で決めるのか？

全体の「キャップ」を基にして、個別の排出主体の排出量の限度を決めていく必要があります。これには「グランドファザリング」「ベンチマーク」「オークション」という3つの方式があります。EU等での経験から、オークション方式に移行させていくことが望ましいと考えられています。

実質的な意味：個別の排出者に対して、削減のインセンティブをきちんと与えることができるかを左右します。

ポイント：初期はベンチマーク方式を基本にしつつ将来的にはオークション方式に移行することが重要です。

５）どれくらい海外クレジットの使用は許されるのか？

短期的には、日本で削減をするよりも、海外（途上国）で削減をする方が低コストで削減できる可能性があります。しかし、長期的な観点からは、投資資金の海外流出や、海外での削減の不確実性も合わせて考えなければなりません。また、海外へ投資が流出するだけでなく、省エネの利益等も流出していまします。さらに、あまり海外での削減が重視され過ぎると、日本のインフラ構造が炭素多排出型に固定されて（ロックインされて）しまう可能性があります。
実質的な意味：目標達成のための短期でのコスト減と、中長期での日本への低炭素投資のバランスをとることを意味します。

ポイント：低炭素社会実現へ早い段階で日本を向かわせる観点から、なるべく多くを国内削減で行うべきです。

６）国際競争力への配慮や炭素リーケージへの対応はどう行うのか？

排出量取引制度の導入に当たっては、国際競争力への影響や、日本の企業が海外に生産拠点を移して、結局は排出を増加させてしまう「炭素リーケージ」が心配されています。しかし、これらのリスクがどれくらいあるのかについての客観的なデータは少ないのが実情です。

実質的な意味：日本の産業の国際競争力への影響や、炭素リーケージのリスクの大きさがどれくらいであるかを判断することになります。

ポイント：国際競争力への影響がどれくらいあるのか、炭素リーケージの恐れがどれくらいあるのかを客観的に判断する指標を作り、それを基にして、配慮を考えることが大事です。

７）「マネーゲーム」はどう防ぐのか？

排出量取引制度はしばしば「マネーゲーム」につながるとの批判があります。投機的な取引やそれによる価格の乱高下を一般的には指すと考えられますが、この「マネーゲーム」という言葉はしばしば観念的に用いられ、何を具体的に指しているかが不明なケースが多くあります。

実質的な意味：どういう対策がとられるかによって、どういう主体がどれくらい排出量取引制度に参加できるかを決めることになります。

ポイント：まずはマネーゲームとは何かを定義するか、もしくは、何を防ぎたいのかを明らかにすることが大事です。金融セクターの参加を制限すればマネーゲームを防げると考えると、逆効果になる恐れもあります。

２．ポイントのまとめ

· 「キャップ＆トレード型の」排出量取引を導入するということを再確認し、総量かつ直接排出方式での削減をする制度にすること。また、キャップは25％削減と整合的なものとし、国内削減を優先すること。
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